
1 

 

「江戸川区社会的養育推進計画（案）」の意見募集結果について 

 

 

「江戸川区社会的養育推進計画（案）」に関する意見募集手続きは、令和７年２月１日から

令和７年３月２日までの期間で行いました。その際、３名より計 12件のご意見をいただきま

した。お寄せいただいたご意見及び区の考え方は、以下のとおりです。 

 

 

１ 意見募集手続きの概要 

 （1）意見募集期間 

   令和７年２月１日から令和７年３月２日までの間 

 （2）周知方法 

   ア 区公式ホームページに掲載 

   イ 令和７年２月１日号の「広報えどがわ」に掲載 

※ 児童相談所３階受付窓口に閲覧用の印刷物を設置 

 （3）意見の提出方法 

   ア 区公式ホームページ 

   イ 持ち込み又は郵送 

 （4）提出先 

   子ども家庭部相談課庶務係 

 

 

２ 意見募集の結果 

 

 いただいたご意見 区の考え方 

1 素晴らしいと思います。 ご賛同をいただきありがとうございま

す。 

2 現在準備が進められている「江戸川区

社会的養育推進計画」については、計画の

理念に江戸川区子どもの権利条例が位置

づけられており、同条例があらゆる計画

において共通の基盤になっていることを

うれしく思う。 

子どもの最善の利益を保障すること

は、社会的養護のもとで生活する子ども

に限らず、すべての子どもにとって必要

であると考えております。その考えのも

と、本計画を策定しております。また、本

計画の実践に当たっては、子どもの意見
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江戸川区社会的養育推進計画において

は、最善の利益についての記載が１か所

のみとなっている。一方で、国連子どもの

権利条例では、社会的養護においては最

善の利益が最大限に検討されることが明

記されている（第 20条、第 21条）。江戸

川区社会的養育推進計画が江戸川区子ど

もの権利条例に整合する形をとるのであ

れば、もう少し深い言及がなされてほし

い。 

江戸川区社会的養育推進計画で「社会

的養護施策策定の際の検討委員会への当

事者である子どもの委員としての参画」

が明文化されたことに大いに期待した

い。子どもの参画についての技法や成果

などは、ぜひ情報を共有し、他部署におい

て同様の取り組みを実施できるようにし

ていただきたい。 

を伺い反映させていくことも課題である

と認識しており、その仕組みを検討して

いきます。 

3 まずパブコメの実施方法についてコメ

ントする。入力フォームからの提出にお

いて、氏名・かな・住所・電話番号等の個

人情報の入力を必須にしているが、これ

はやめるべき。事実として、政府が実施し

ているパブリック・コメントにおいては

これらは必須項目ではない。個人情報の

入力を必須にすることで、意見の提出を

ためらう人も少なからずいると思われ、

集まる意見の数に悪影響が出る。パブコ

メの実施においては当然ながら意見の量

だけではなく意見の質も問われることに

なり、逆説的ではあるが質の高い意見を

集めるためには幅広く多様な人の意見を

集めることが重要である。どこの誰の意

見であるかは意見内容とは無関係である

し、入力を強制する合理性はない。区が言

う「なりすまし」についても、そもそもパ

意見募集（パブリック・コメント）につ

いて定めた「江戸川区意見公募手続に関

する要綱」では、その目的を「行政に関す

る基本的な計画、条例案等を策定する過

程において、あらかじめ区民等の多様な

意見を求める手続に関する必要な事項を

定めることにより、当該過程における公

正の確保及び透明性の向上並びに区政へ

の区民参加の促進を図り、もって開かれ

た区政の実現に資すること」としていま

す。また、意見を提出できる方について

は、江戸川区の在住、在勤、在学の方、そ

れ以外の場合は意見を提出すべき客観的

かつ、合理的な理由を有する方としてい

ます。 

そのため今回の意見募集では、江戸川

区民の方に、住所・氏名・生年月日の記入

をお願いしています。 
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ブコメは一人が何度でも意見を提出して

よいとする性質のものであるし、前述の

ように意見の量だけでなく質が問われる

ことから、同様の意見が同じ人から多数

届いたとしても集計・分析が正しく行わ

れれば何ら問題はない。個人情報入力必

須により意見提出を抑制することは、結

果的にパブコメ全体の量的・質的低下へ

とつながるため、今後は入力を任意にす

べきである。 

4 全体的に社会的養護が必要な状況が発

生しないようにするための取り組みがほ

ぼないと感じた。窓口等で相談を受ける

のは大事だが、すでにその時点で区民に

困り事が発生しているということにな

る。つまり常日頃の福祉サービスが足り

ていないという事である。区民に対する

福祉サービスが充実していれば、社会的

養護が必要になるほどの事態の悪化を防

げたケースも多々あるのではと思われ

る。予防措置の意味でも、そもそも区民が

精神的・経済的に困窮することのないよ

うに、福祉を大幅に拡充させる必要があ

る。具体的には区営住宅の設営、区による

児童手当の支給対象拡大・増額など、区が

独自ですぐにとりかかれるシンプルな政

策はいろいろあるはずである。 

ご意見にあるとおり、虐待の予防につ

ながる支援は間接的、多角的にあると思

います。その中であっても現在、社会的養

護のもとで育つ子どもたちがいます。そ

の子どもたちのため直接的な働きかけを

必要とする計画であることをご理解くだ

さい。 

5 p5「2100 年の江戸川区（共生社会ビジ

ョン）」や「2030年の江戸川区（SDGsビジ

ョン）」は本案とは直接関係がなく、どち

らも内容としてはむしろ社会福祉に逆行

する方針を示しており、本案とは切り離

すべきである。以下、その理由を述べる。 

「2030年の江戸川区（SDGs ビジョン）」

で目標として掲げている SDGs について

は、それ自体がそもそも無意味どころか

「2100 年の江戸川区（共生社会ビジョ

ン）」や「2030年の江戸川区（SDGsビジョ

ン）」は、区の方向性を表す総合的な計画

となっており、本計画もその方向性と整

合性を持った計画となっております。 

いただいたご意見は今後の参考とさせて

いただきます。 
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害悪であるとさえ考える識者もいるぐら

いのものである。SDGs は目標として扱う

対象が幅広く具体性にかけ、実際問題と

して何ら世界が抱える課題の解決に結び

ついていない。それどころか、SDGs ウォ

ッシュ（グリーンウォッシュ）という言葉

もあるように、政策や事業において何か

しら関わるところを殊更に強調すること

によって社会に貢献してる感・やってる

感を容易に演出できてしまい、悪用され

ているという現実がある。たとえば江戸

川区は東京ガールズコレクション（TGC）

を企画する「W TOKYO」と包括連携協定を

締結しているが、ファッション業界やフ

ァッションショー等は SDGsとはもっとも

かけ離れた事業を展開しており、区がそ

れら事業の PR に手を貸すなどはまさに

SDGs ウォッシュの典型例である。他方で

DGs には、1～3 に設定された目標「1 貧

困をなくそう」「2 飢餓をゼロに」「3 す

べての人に健康と福祉を」が最も優先さ

れるべき課題であると多くの国々あるい

は人々の間における共通認識だという事

実を知らしめた側面もあり、人類共通の

ビジョンとして一定の意義があったとも

考えられる。では「2030 年の江戸川区

（SDGs ビジョン）」はどうかというと、残

念ながら SDGs の悪用にしかなっていな

い。SDGs の一丁目一番地である「1 貧困

をなくそう」については区の 27の目標の

うち 1にしか登場しない。内容は、5つの

目標が関連するとした「誰もが暮らしや

すい、よい意味で「ごちゃまぜ」のまちに

なっています。」とある。まったくもって

意味不明であるが、この何の主旨も汲み

取れない目標に 5つもの関連する SDGsの
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ゴールをまとめて割り当てている。ちな

みに「2飢餓をゼロに」もこの項目と、農

地に関する項目にしか登場しない（農地

があることと、飢餓がなくなることは、直

接関係が無い）。「3すべての人に健康と福

祉を」については 7 項目に登場するが、

区が「2100 年の江戸川区（共生社会ビジ

ョン）」の長期構想をもとに何をしている

かというと「福祉の削減、区民の負担増」

を宣言し、実際に健康診断の有料化をは

じめあらゆる福祉サービスの値上げや削

減を進めている。それも直近数年で負担

が倍になるような性急さである。貧困や

飢餓に関連するところでは、子ども食堂

は失政による子供の貧困問題を見るに見

かねて始められたボランティアによる取

り組みであるが、区は支援不足を顧みる

どころか直接支援をやめるという。他に

も、あり得ない経済成長・物価設定の基準

を前提にして公共施設の 3 割減を推進す

るなど、問題点は挙げればきりがないが、

総じて SDGsに完全に逆行しているという

事実は疑う余地が無い。ちなみに「11 住

み続けられるまちづくりを」については

SDGs ビジョンの目標のうち 7 項目に登場

するうえ、別途「SDGs 未来都市計画」な

るものも作成しているが、驚くべきこと

にこの第 2 期資料に示された優先的なゴ

ールの中に「1貧困をなくそう」は登場し

ない。民あっての都市であり、区民のため

の福祉を削減してまで新庁舎を建設す

る、しかもいくら予算が上振れても建設

計画を中止しようとしない区の姿勢は根

本から誤りである。 

これらの狂った計画に整合させようとす

る限り、まともな計画を策定できるはず
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がない。以上が本案と中期・長期計画を切

り離すべき理由である。 

6 p7「パブリック・コメントの実施」にお

いて、現在実施中の意見募集が終了した

ことになっており、なおかつ「意見を踏ま

えて計画策定を行いました。」と記載され

ている。パブコメにはパブコメ用の資料

を用意すべきであるし、このように先ん

じて区民の意見を踏まえた旨を記載した

資料を提示するやり方は、区民の意見な

ど最初からまともに聞く気もなく、政策

に反映する気も全くないことの表れであ

ると考えられる。 

また「いただいた意見及び区の考え方は

区ホームページに掲載しています。」とい

ういつもの区のやり方にも問題があり、

改めるべきである。パブコメにより区民

の意見を受けたうえでどのような議論が

なされ、どのように区民の意見が取り入

れられたのかについて、区民が要求すれ

ば議事録等で議論の内容やプロセスを知

ることができるのかどうか区に問合わせ

たところ「ご意見を受けての議論の内容

及びプロセスを公表する考えはありませ

ん。」という返答であった。しかしこれは

端的に区民の知る権利の侵害であり、区

には説明責任がある。そもそも、政策形成

過程の明示による透明性の確保と、区民

参加による民主的な意思決定の促進こそ

がパブコメの意義である。結果だけでは

なくプロセスや議論の内容を積極的に公

開することが、真の意味で区民参加の実

現、そして透明で信頼性のある区政運営

につながる。頂いたご意見（の羅列）と併

せて区の考え（決定事項のみ）を公表する

というこれまでの区のやり方は、区民に

意見募集を実施した結果を前提として

計画案に記載しました。 

また、本計画のプロセスなどを公表し

ない理由としては、区民の方のご意見、当

事者である子どもの意見、社会的養育を

担う方々のご意見などをくみ取り、計画

に反映させるプロセスには繊細な調整が

必要となるからです。 
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とっては単なる区の考えの押し付けに等

しい。合理的理由なく議論の内容や決定

プロセスの公開を拒否する区のやり方

は、区政に対する信頼を著しく損なうも

のであり、ただちに改めるべきである。 

7 政策形成過程でもう 1 点、本案の形成

過程には児童福祉審議会も含まれている

が、令和 7年 1月 15日に開催された令和

6 年度第 2 回江戸川区児童福祉審議会の

内容は、パブコメ終了間際の現時点にお

いてもその議事録すら公開されていな

い。『江戸川区意見募集（パブリック・コ

メント）手続について』には「必要に応じ

て、関連する資料を用い、できる限りわか

りやすく案を公表するよう努めます。」と

記載されている。審議会の議事録は、区民

が専門家の意見を参考にできる重要な関

連資料であり、事前の公表か遅くとも意

見募集開始と同時に公表されるべきもの

であると考えられる。パブコメの実施は

あらかじめスケジュールとして確定して

いたものであり、議事録の公開がパブコ

メに間に合っていない現状は区の不手際

でしかない。また区に問合わせたところ

「計画に関する議論の内容を知っていた

だくために、江戸川区児童福祉審議会で

は公募により区民の方が傍聴できるよう

にしました。」「区民の会議傍聴により計

画の議論が公正に行われていると認めて

いただける」等の回答があったが、そもそ

もの傍聴者の募集が 6 名以内とごくわず

かであるうえに、実際に何名が傍聴した

のか実績をたずねても「傍聴者の方の人

数はお答えしておりません。」と回答を拒

否した。区が公式に申込受付したのであ

るから、申込者数、抽選になった場合は当

本計画に係る児童福祉審議会の議事録

については、ご意見を踏まえて次期計画

の際には公表の時期を検討してまいりま

す。 
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選者数、そして傍聴者の実績数の公表は

ごく当たり前になされるべきものであ

り、区民からの問合せに回答を拒否する

理由などまったくない。言うまでもなく

区民の知る権利の侵害であり、このよう

な隠蔽体質は根底から見直されるべきで

ある。 

8 p9「計画の進行管理」サイクルの中に、

区民全体の意見を聞き、計画に反映させ

るというフェーズがないのは問題であ

る。社会における認知度の向上のために

も当事者・関係者以外の意見聴取は組み

込む必要がある。 

ご意見として承ります。 

9 p42「家庭支援事業等の整備に向けた取

組」職員・保育士・ヘルパー等、人員不足

は低賃金と職場環境によるところが大き

いと考えられる。低賃金については区が

補てんすることですぐに解消できる問題

である。とくに業務に追われて研修参加

できないなどは、明らかな職員不足。人員

不足は区が待遇改善に積極的に取り組む

ことで解消すべき。そもそも契約社員や

会計年度任用職員が携わっているなら

ば、すべて正規職員への移行をすべき。そ

のためにも全体的な福祉に関する予算を

増額しなければならない。 

国が示す指標に基づいて策定するた

め、本計画には適しませんが、一つの要因

としてご意見を承ります。 

10 p52「子どもの権利」については大切な

考え方だと思う。すべての児童生徒にさ

らなる周知を進めるとともに、大人へも

徹底的に周知する必要がある。子どもが

堂々と権利を主張する社会になれば、現

状子どもたちが抱える問題のいくつかは

解消されるだろうし、そうなれば子ども

にとっても大人にとっても今より良い社

会になると思う。 

子どもの権利について、当事者である

子どもはもちろん、地域全体で理解を深

めていくことが重要であるため、広く周

知に努めます。 

11 p54「意見表明等支援事業」意見表明等 当事者である子どもにとって活用しや
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支援員は興味深い事業であると感じた。

取り組みとしてとてもよいと思う。ただ

アンケートによると子どもに活用方法が

伝わっていないようなのでもったいな

い。支援員への能動的なアクセス方法を

伝えること、どのような内容を相談して

よいのか具体例をいくつか提示して伝え

ることが必要かと思う。子どもたちが困

ったときに頼れる制度に育ってほしい。 

すい事業であることが重要だと考えてい

ます。子どもがこの事業をうまく活用で

きるよう、今後も支援者や子どもに事業

内容等を丁寧に説明するとともに、子ど

もの意見を聞きながら、事業を展開して

いきます。 

12 p104「当事者である子どもへのアンケ

ート結果」のアンケートで「心配や不安を

解消するのにあるとよいと思う支援」の

回答のうち、大学や専門学校の費用の支

援、就職に必要な資格取得費用の支援、一

人暮らしにかかる準備費用の支援、一人

暮らしにかかる家賃の支援の 4 項目につ

いてはお金の問題であり、区が解消でき

る問題である。このような経済的不安・心

配を子どもに持たせてしまっている事

は、社会を構成する大人のひとりとして

申し訳なく思う。進路を選択する上で、経

済的な心配はしなくてよいとハッキリ伝

えられるだけの、十分な額のプッシュ型

の支援が必要であると思う。さまざまな

助成を事業として分割するのではなく、

一体的に柔軟に支援できる体制が整って

いる方がよいのではと思う。また教育に

ついては環境や状況により不公平が生じ

てはならない。応急処置的に奨学金の給

付は必要かもしれないが、1日も早く高等

教育の完全無償化を実現することこそが

求められる。 

当事者である社会的養護経験者等の意

見を伺いながら、必要な支援について検

討していきます。 

 


